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1）市場価値論におけるいわゆる「不明瞭な箇所」とは，需要供給関係が特
殊な状況のもとでの市場価値規定に関る問題である。そこでは，需要が普通
の需要を越えるとか，供給が普通の供給よりも減るとかという状況において，
市場価値が二様に規定されていることを言うのである。需給関係が異常であ
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れば，生産条件の「組合せ」が，　「正常」一「上位」と「下位」の生産条
件の商品量が平均化されて，　「中位」の大量の商品の価値によって市場価値
が規定される場合一でなくなり，　「一方の極」の生産条件によって生産さ
れる商品が支配的になることによって，　「上位」の生産条件や「下位」の生
産条件によって，市場価値が規定されるにいたるということである。それは，
生産条件の「組合せ」が変化するならば，　「同じ商品量の市場価値が種々に
異なって規制される」（Kap．　IH・210）ということの問題に他ならないので
ある。
　これに対して，もう一方のほうは，生産条件の「組合せ」とは全く無関係
に，それから独立して，生産条件の「両極の一方」によって生産された商品
の個別的価値が，市場価値を規定するということである。それは，「それぞ
れ違った条件のもとで生産される商品量のあいだの単なる割合からみれば別
の結果が生ぜざるをえないであろうにもかかわらず，両極の一方が市場価値
を規定する」（Kap．　IH・211）ということに躍る問題である。ここで指摘さ
れている「単なる割合」とは，相異なる諸条件のもとで生産される商品量が
その商品の総量に対して，どのような「割合」を占めているか，ということ
を意味している。
　前者は，　「平均価値」による市場価値規定のことであり，後者は，　「限界
価値」による市場価値規定のことである。「不明瞭な箇所」とされる所では，
この二様の市場価値規定が混在しているのであり，「限界原理」による規定
とは，本来，市場価格における問題であるにも．関らず，そこでは，市場価値
規定の「原理」として問題にされているのである。それ故，かの箇所が「不
明瞭」であるのは，　「限界原理」が市場価値規定の「原理」であることの所
以が，かならずしも明確にされていないということであり，換言すれば，「限
界価値」による市場価値規定が，理論的に可能であることの根拠が不明確の
ままであるということである。
　井上周八氏は，「不明瞭な箇所」が不明瞭であるとされる所以は，そこで
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は，　「需給の変動が市場価格の変動を引き起こすという叙述と，需給の変動
が市場価値の恐き．さを規定するという叙述とが混在している点であって，前
者は理解に何らの困難もない点であるが，後者の点こそこれをいかに理解し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q＞たらよいかという『難問』だったのである」とされている。　「限界価値」に
よる市場価値規定とは，需給の変動が，市場価値の大きさを直接規定すると
いう問題である。それ故，井上氏の「不明瞭な箇所」につい．ての問題把握そ
のものは，正鵠をえたものであったのである。しかし，井上氏は，需給の変
動は，市場価値の大きさを規定するのであり，それは，需給関係が特殊に異常
な場合であるとされ，「限界価値」による市場価値規定を積極的に主張しよ
うとして，価値量規定そのものにまで立帰った検討が必要であるとされるの
である。本項では，この井上氏の所説の検討を中心に問題点の所在を明確に
してみよう。
　「不明瞭な箇所」を「平均価値」による市場価値規定の問題として把握し，
「市場価値の変化過程」として説明した代表的な論者は，ローゼンベルグk“
ある。ローゼンベルグは，　「不明瞭な箇所」の問題とは，　「与えられた生産
部面でのある支配的な生産諸条件が他の支配的な生産諸条件に移るときに生
　　　　　　　　　　　　　　　（2）ずる市場価値の大いさの変化過程」の問題であるとしたのである。その際，
ローゼンベルグは，供給過剰によって市場価格が下落することにつ，いて，そ
れは，供給過剰そのものが，　「労働の社会的生産力」の増大の結果，上位生
産条件の企業の比重が増大し，それによって供給される商品量が大量になっ
た結果であるとして，それが他方では，市場価値の下落を惹起したとするの
であり，その市場価値の下落が市場価格の下落として顕在化したものである
としているのである。
　U一ゼンベルグは，　「不明瞭な箇所」における市場価格変動と市場価値変
動の関係を逆転させてしまっているのであるが，それは問題の所在を不明瞭
（1）井上周八〔5〕62ページ。
（2）ローゼンベルグ〔10〕197ページ。
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にするものでしかなかったのである。その点は既に，（皿）で問題にしたので
ここで措くとしても，ローゼンベルグの主張の根底にあるものは，　「平均価
値」としての市場価値規定に他ならないのである。生産諸条件の「組合せ」
が，　「中位」大量：を指向する「正常」の場合であろうと，　「両極の一方」に
かたよる「異常」の場合であろうと，市場価値が生産諸条件の「組合せ」に
依拠して規定される限り，それは「平均価値」としての市場価値規定に他な
　　　　　　　（3）
らないのである。
　井上氏は，ローゼンベルグに代表されるような生産諸条件の変化による「市
場価値の変化過程」の問題として，「不明瞭な箇所」を把握することについ
て，それは，「需給の特殊な条件を無視したもの」であり，「マルクスが前
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）提しない生産条件の変化という契機」をつけ加えて，「勝手に解釈したもの」
であるとされている。井上氏は，　「不明瞭な箇所」を，　「需給の異常な場合
一市場価格の変動一供給の増減一生産諸条件の新たな『組合せ』一回目い市
場価値規定」として把握する見解は，「供給量や生産諸条件のその後の変化と
いうマルクスの問題の箇所に想定されていない任意な条件をとりいれて，市
場価値決定の問題を考察しようとするものであり，結局は新しい『組合せ』
のもとでの市場価値決定，つまり市場価値の第1の規定もしくは通常の規定
に帰着させてしまうという誤った見解である」とされるのである。
（3）小黒佐和子氏は，ローゼンベルグの所説について，そこでは，　「生産力変動の過程
　で実現する価格下落の問題」と「需要供給変動の過程で生ずる価格下落の問題」との
　　「混同」があるとして，ローゼンベルグの主張も，「結局はその部面の大量的平均的
　価値が有利な企業のもとにある商品によって規定され，それが市場価値を決定すると
　いういわゆる市場問題を捨象した一般的な価値論の問題に立ちかえることになって，
　変動する市場価格の基準をなす市場価値規定は求め」（〔79〕108ページ）られないと
　されている。
（4）井上〔7〕222ページ。
（5）井上〔6〕57ページ。
　松石勝彦氏は，　「不明瞭な箇所」を「市場価値の変化過程」として把握することは，
　「ある一時点におけるある与えられた需給比率と生産諸条件の『組合せJのもとにお
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　しかし，　「不明瞭な箇所」を「平均価値」による市場価値規定として把握
すること自体は，一面的ではあれ，全くの誤りであるというわけではないので
ある。V一審ンベルグの主張に問題があるのは，「不明瞭な箇所」で，「限界価
値」による市場価値規定についても言及されているにもかかわらず，それが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）全く無視されてしまっていることにあるのである。これに対して，井上氏は，
「不明瞭な箇所」では，需給の特殊な状態における「限界価値」としての市
場価値の成立のみが問題にされているとして，「限界価値」としての市場価値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）規定を肯定することこそ，「マルクスの叙述をそのまま理解すること」である
とされるのである。だが，「限界価値」としての市場価値規定の問題は，単
に，　「マルクスの叙述をそのまま理解する」が故に，それは肯定されねばな
らないとされるためには，余りにも大きな問題がそこには存しているのであ
る。市場価値を規定する原理が，　「平均」であるのか「限界」であるのかと
いうことは，市場価値規定の一般と特殊の関係に還元されえない問題を内包
しているのである。
　ける市場価値の決定という問題を，供給量：や生産条件の時間的変化という不必要な余
　計な条件を入れて，一時点ずらしてあいまいにしたものであるJ　（〔44〕53ページ）
　とされている。
（6）平田喜久雄氏は，　「不明瞭な箇所」において市場価値変動を問題にすることは，誤
　りであるとされる。平田氏は，市場価値の一般的規定は，　「一定の社会的欲望に対す
　る社会的労働の配分の均衡状態」を前提するのであり，その均衡状態は，　「単に一志
　品種類の生産だけで決定されるのではなく，社会の他のすべての商品生産によって規
　定されねばならぬ」ものであり，従って，　「この状態のもとにおいては，一商品の生
　産量は所与のもの」　（〔24〕272ページ）として理解されねばならないのであり，「生
　産量一定」の前提のもとでは，市場価値変動は問題になりえないとされるのである。
　かくて，平田氏は，　「不明瞭な箇所Jでは，　「農業生産物の市場価値規定を考慮に入
　れて考察されている」（181ページ）とされるのである。それが「不明瞭」であるのは，
　　「社会的労働の配分の均衡のもとにおける市場価植の一般的規定と，市場価値の具体
　的形成過程とを一括して説明」しょうとし，　「工業生産物の市場価値規定を主として
　考察の対象としながらも，併せて農業生産物の市場価値規定をもそのなかに包含して
　示」　（179ページ）そうとしたところにあるということである。それ故，平田氏におい
　ては，かの「不明瞭な箇所」も，生産諸条件の「組合せ」の「異常」の場合の，　「梢
　々具体的説明」　（181ページ）として理解されることになるのである。
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2）井上氏は，需給関係が異常で，特殊な状況にある場合には，「限界価値」
としてめ市場価値が成立するとされる。換言すれば，マルクスが需給関係の
変動によって市場価値：の大きさが規定され，　「両極の一方の生産条件」によ
って生産された商品の個別的価偉によって市場価値が規定されるとしている
ことは，社会的生産の特定の状態に対応する市場価値の特殊規定として把握
されねばならないということである。井上氏は，需要供給が例外的に強調で
あるために，競争条件が特殊に異常となるのであるが，そのことによって，「現
実の市場価格がそれを中心として変動するところの市場価値が両極端の個別
的価値によって規定」されることになり，それ故，　「個別的価値と市場価値
は総計において不一致となる」が，し．かし，それにもかかわらず，　「それは
　　　　　　　　　（8）市場価値なのである」とされるのである。それが「平均価値としての市場価
値であれ，または限界価値としての市場価値であれ，それぞれの競争条件の
もとで市場価格変動の中心として，また再生産の基準として作用するもので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある点については，なんら変るものではない」ということであり，二様の規
定による市場価値は，　「範疇」的には同一のものとして把握されねばならな
いということである。
　井上氏は，市場価値とは本質的には，　「同一の生産部門内の競争によって
　　　　　　｛1　D）
成立する範疇」として把握されねばならないのであり，それ故，「平均価値」
としての市場価値も，　「限界価値」としての市場価値も，　「その本質におい
て同一性を保持している」とされるのである。競争条件が「通常」であれ，
「特殊」であれ，夫々によって規定される市場価値は，夫々の経済状態のも
とでの競争の結果として成立したものであるが故に，夫々の「再生産の基準」
としての意味をもちうるということである。二様の市場価値は，ともに，「競
（7）井上〔6〕62ページ。
（8）井上〔5〕70ページ。
（9）　〔6〕70ページ。
（10）井上〔7〕223ページ。
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争」を原動力とし，競争のおこなわれる「諸条件」を媒介として成立するも
のであるとすれば，両者の相違も，単に，その成立の事情の相違においての
み存することになるのである。
　かくて，井上氏は，生産諸条件の「組合せ」の比率によって，「平均価値」
として成立する市場価値以外の市場価値は，「価三一社会的価値一市場価値：
としての価値ではない，という考え方」は，「競争の結果である平均価値，
つまり個別的価格と市場価値との総計における一致という条件を満たすと
ころの市場価値のみが市場価値であるという考え方」を，「いわば一面的
に絶対化して理解したものにほかならない」とされて，それ故，「需給の特
殊に異常な場合に成立する限界価値としての市場価値を市場価値として認識
しうるためには，市場価値であるか否力・のメルクマールは『組合せ』におけ
る比率計算の結果加重平均として成立する平均価値だけが価値であるという
誤った見解を打破し，資本制生産様式の基礎上での競争の見地，競争的再生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）産の見地に立って市場価値を把握することが必要である」とされるのである。
そこには，価値量規定の根本的反省が用意されているものといえよう。
　「限界価値」としての市；場価値規定とは，「需給の特殊な状態」のもとで
は，生産諸条件の「組合せ」による比率とは無関係に市場価値規定がお・こな
われることを言うのである。需給関係が異常なために，　「通常の条件下では
一時的な市場価格であるはずのものの調整的市場価格への転化，限界価値の
　　　　　　　　　　　（12）平均的市場価値への転化」が生じることをいうのである。それ故，　「限界価
値」としての市場価値規定を，旧く一目純化していうならば，需要の変化によ
っても供給構造に全く変化が惹起されることなく，市場価値を規定する生産
条件が，　「上位」か「下位」に移行するということである。そこでは，市場
価値が生産諸条件の「組合せ」から独立して，従って，供給構造とは全く無
（11）　〔6〕64～5ページ。
（12）　〔6〕63ページ。
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関係に規定されるということが問題なのである。
　マルクスが「限界価値」としての市場価値規定について言及していること
は，既に述べたように，「それぞれ違った条件のもとで生産される商品量の
あいだの一単なる割合から見れば別の結果が生ぜざるをえないであろうにもか
かわらず，両極の一方が市場価値を規定する」（Kap．『211）ということ
であった。それは，まさしく，需要の変化によって市場価格の変動が惹起さ
れるとしても，それに対応して供給構造に変化が生じないということを意味
しているのである。需要の変化に対応して，供給構造に変動が生じるものと
すれば，それは「平均価値」による市場価値規定あことに他ならないのであ
る。例えば，需要が減退するときに「下位」の生産条件のものが減少するも
のとすれば，その時，市場価値規定が「上位」の生産条件に向けてシフトす
るのは当然である。全体として，　「下位」の隼産条件によって生産される商
品量が減少するのであるから，市場価値がその水準の下落として現れるのは
当然のことにすぎないのである。逆に，需要が増大する時，対応する供給の
増大が「下位」の生産条件の増加によるものとすれば，市場価値規定が「下
位」の生産条件の方向にシフトするのは当然のことである。その際，「上位」
と「下位」の生産条件によって生産された商品の個別的価値に，市場価値が
厳密に一致するか否かは重要な問題ではない。
　ここで，市場価値の「限界」規定を具体的にみてみよう。例えば，上位，
中位，下位の夫々の生産条件によって生産される商品の個別的価値の単位価値
を，3，5，7とし，生産編成の割合を，夫々，2，6，2とする。この時，
「それぞれ違った条件のもとで生産される商品量のあいだの単なる割合」に
おいては，即ち，需要が普通の需要であれば，市場価値の総計は50となる。
それは個別的価値の総計50に等しいのである。これに対して，需要が異常に
なった場合には，生産条件の「両極端の一方」において生産された商品の個
別的価値が市場価値を規定するということである。その場合，市場価値は夫
々，7と3であり，その総計はi「需要が異常に強い」場合には，70となり，
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「需要が異常に過少」であれば，30になるのである。そこでは明かに市場価
値の総計と個別的価値の総計との間に不一致が生じているのである。
　ところが，需要の変化に対応して供給構造の変動が生じるものとすれば，
市場価値は，　「両極端の一方」の生産条件によって生産される商品の個別的
価値に等しくはならないが，その方向に移動することになるのである。需要
が異常に強い場合には，市場価格が上昇するが，それに対応して「下位」の
生産条件の生産が拡大して，生産編成が2，6，12本目ったとすれば，この
時，　「平均価値」による市場価値は，5から6へと移動することになるので
ある。逆に，需要が弱い場合には，市場価格が下落するために，　「下位」の
生産条件のものが減少するのであるが，それによって生産編成が「上位」と
「中位」のものだけになったとすれば，市場価値は，4．5となり，生産条件の
「上位」と「中位」の間に移行することになるのである。
　かくて，「限界価値」による市場価値の規定とは，「生産された商品の分
量は一定不変であり，与えられたもの」であり，「商品量：を構成するところ
の，相異なる諸条件のもとで生産される諸部分間の比率」に変動が生じない
という前提のもとで，需要の状況によって，　「同じ商品量の市場価値が種々
に規制される」ことであるといえよう。それ故，そこでは，市場価値と個別
的価値の総計は一致しないのである。この個別的価値の総計と市場価値の総
計の「不一致」ということから，井上氏は，　「価値の実体としての労働，個
　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）別的労働時聞の裏付けのない市場価値」の存在を想定する必要があるのであ
り，「限界価値」により規定された市場価値は，「商品に対象化された労働
　　　　　　　　　　（！む時間そのものではない」とされるのである。しかし，井上氏は，「限界価値」
により規定される市場価値といえども，「より長期的見地」からみれば，「価
値（本質）と価格（現象）との必然的関係を保持する」のであり，　「最悪・
（13）　〔6〕53ページ。
（14）　〔6〕70ページ。
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最良規定が景気循環の長期的展望に立ってみる場合には相殺され，周期を平
均すれば諸商品の限界価値としての市場価値は平均価値としての市場価値に
　　　　　　　　（15）よって規制される」ことになるのであり，それ故，それは「労働価値説」を
否定するものではないとされるのである。
　井上氏は，「資本制社会の景気変動の周期を全体としてみれば，上方への価
値と価格の乖離は，下方への価値と価格の二二によって相殺される傾向一
ここではプラス・マイナス・ゼロという厳密な相殺は問題にならない一に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）あり，究極的には『労働によう価値規定』は貫徹されている」とされている
のである。さきほどの例でいえば，需要が異常に強い時，市場価値総計は70
となり，異常に弱い時，30となるのであるが，それは長期的にみれば，産業
循環の一周期全体としてみれば，　「平均価値」としての市場価値の総計の50
に等しくなるということであり，そこに，　「限界価値」による市場価値規定
といえども，「労働による価値規定」の貫徹を主張しうる根拠があるという
ことである。
　個別的価値と市場価値の総計における「不一致」の内容について，井上氏
は立入った説明をされていないが，花井益一氏は，それを．「虚偽の社会的価
値」、であるとされる。花井氏は，「不明瞭な箇所！で問題になっていること
は，　「たんなる需給の一時的な日常的アンバランスの場合ではなく，市場価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1の格のための動揺中心としての法則的な意義をもった場合である」として，次
のように指摘されるのである。
　「過剰生産や過少生産の場合にも，生産面での価値としては，その投下労
働の総量だけの価値がそこにあることになるのであるが，市場では，市場価
値としては，その価値どおりに通用させてもらうわけにはゆかないのであっ
（15）井上〔3〕　（六）59ページ。
（16）　〔6〕70ページ。
（17）花井益一〔16〕121ページ。
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て，過剰生産の場合には，その価値の一部分は，いわば『虚偽の社会的価値』
とみなされて，市場価値総額のうちに算入されないことになり，また過少生
産の場合には，反対に，価値以上の市場価値がなりたち，そこには『虚偽の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）社会的価値』が含まれることになるのである」。
　花井氏は，ここでは，正と負の「虚偽の社会的価値」を想定することによ
って，一定の期間内にお・いて，それらは相殺されてしまうので個別的価値と
市場価値の総計は，結局は一致するにいたるものとされているのである。花
井氏は，市場価値について，「価値である市場価値」と「価値でない市場価値」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）という二様の市場価値を規定されているのである。それは，花井氏が市場価
値を二面性におけるものとして把握されていることと関連しているのである。
花井氏は，市場価値は，一方では「価値と同類で，本質的には価値系統のも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tzo）の」であるが，他方では「需給関係によって影響される」ものであり，市場
的側面に関るものであるとされているのである。前者においては，価値生産
の本源的部面の問題であるので，　「平均原理」だけが「一元的」に支配する
ことになるのに対して，後者においては，市場価値は，「需給関係によりゆ
　　　　　　　　　　　　　enがめられて決まることになる」とされている。需給関係が異常な場合には，
市場価格の市場価値からの「背離」が強要されるのであるが，その影響力の
ために，　「市場価値が，中位原理でなく限界原理によって定まるように，ひ
　　　　　　　　　　　　　　ce2）ん．まげられて存することになる」ということである。花井氏は，市場におけ
る需給関係が市場価値規定の一契機であることの根拠をさがし求められてい
るのである。
（18＞　〔16〕126ページ。
（19）井上〔6〕58ページpしかし，井上氏も調整的市場価格について，　「平均価値とし
　ての市場価値の：貨幣的表現」と「限界価値としての市場価値の貨幣的表現」　（〔6〕
　70ページ）の二様性を想定されているのである。
’（20）　〔16〕ユ24ページ。
（2！）　〔16〕123ページ。
（22）　〔16〕124ページ。
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　宮本義男氏は，　「社会的欲望量に対応した社会的総労働の社会的配分が市
　　　　　　　　tz3）場価値を決定する」とされて，　「社会的欲望量と社会的必要労働の二つの要
因が照応する必然性がないように，市場価値水準もまた一定の水準に固定す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eeる必然性はなく，たえまなく動揺する可能性をもつ」とされている。それ故，
宮本氏は，市場価値規定において「社会的平均であることを絶対的条件とし
て前提しているわけでは決してない」として，　「それが平均によって規定さ
れるか，それ以外の諸条件によって規定されるか」によって，「商品価値の
実体に変化が起きるはずはない」のであり，　「平均で規定される場合には，
この評価をうけるすべての社会的価値には価値実体があり，そうでない条件，
たとえば，最劣悪の条件で市場価値が規定される場合には，優良な条件で生
産される個別商品の価値は，実体のない社会的価値としての評価をうけると
　　　　　　　　　　　　tz5）いうのは，奇妙な論理である」とされるのである。
　宮本氏は，市場価値水準が「需給関係」によって変動するものとされるこ
とから，市場価値の「平均」規定と「限界」規定の「不一致」も「価値実体」
をもつものとされるのである。しかし，市場価値が「価値実体」をもつもの
として規定されるのは，資本の運動の基本単位である一産業循環を通してで
ある。一産業循環の総体として，資本は，生産力の発展と拡大再生産をおこ
なうのであり，その「歴史的使命」を遂行しうるのである。それ故，　「価値
実体」の規定もそのような運動の基本一単位においておこなわれねばならない
ものといえよう。
　「技術」説が生産力編成技術水準の変化に対応して，市場価値水準の絶
えざる変動を想定したのに対して，　「消費」説は，　「需給関係」の変動に対
応して市場価値水準の絶えざる変動を問題にしたのである。しかし，市場価
値とは，生産諸条件の継起的変動によって，需給関係の絶えざ否動揺によっ
（23）宮本義男〔92〕235ページ。
（24）　〔92〕53ページ。
（25）　〔92〕235～6ページ。
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て，資本の運動の夫々の段階においてその水準が規定されていくという性格
のものではないので’ある。
　花井氏は，　「平均価値」における市場価値規定を基準として，現実の市場
においては，　「限界原理」が作用することによって，市場価値に「ゆがみ」
が生じるとされ，この需給関係によって「ゆがめられた部分」を「虚偽の社
会的価値」とされたのであるが，その源泉については，なにも言及されてい
ない。桑野仁氏は，「下位」の生産条件による企業の個別的価値によって市
場価値が規定されるということは「一時的」にのみ生じることであるとされ
て，その場合に生じる「虚偽の社会的価値」は，　「同じ商品部門内では補填
されず，他の部門から」，即ち，「上位」の生産条件の企業の個別的価値によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e6｝って市場価値が規制されているような「他の工業部門から補填される」こと
になるとされている。しかし，それは，花井氏が正負の「虚偽の社会的価値」
の存在を時系列的に想定することによって解決されたことを，単に，同時的
に併存するものとして想定されたにすぎないのである。しかし，そのような
想定はなんら現実的根拠のあるものではない。例えば，好況過程におしいては
需要が異常に強く，いわば「需要超過の再生産構造」として特徴づけられる
のであるが，それは，生産手段生産部門の「自立的」発展として展開してい
くのである。そこでは，生産財のみならず消費財も市場価格が高騰しており，
それ故，　「下位」の生産条件の個別的価値によって市場価値が規定されてい
ることになる。この時，その「虚偽の社会的価値」はどこに存在することに
なるのであろうか。それは社会的に補填されることのない，従って，「価値実
体」のない「社会的価値」であることを意味しているにすぎないのである。
3）井上氏は，　「限界価値」としての市場価値規定における個別的価値と市
場価値の「総計不一致」の問題について，それは，「ある意味では差額地代
（26）桑野仁〔42〕48ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽論における市場価値規定よりも難問であるとみられる」とされて，　「総計不
一致」の問題は，「究極的にはマルクスの価値論をどのように理解しなくて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ce8）はならないか，という価値論の根本問題にわれわれを直面させざるをえない」
とされるのである6それ故，井上氏は，　「総計不一致」の問題を解決するた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ta9）めには，　「労働時間に裏付けられない市場価値の成立」を問題にする必要が
あるとされている。
　井上氏は，先ず，　「労働時間」と「価値」との関係について，　「価値を形
成するものは一定の質をもった労働時間である」が，しかし，逆に，　「『労
　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）働時間』そのものは『価値』ではない」とされ，　「価値は単なる労働時間で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）はない」が故に，　「労働時間」と「価値」との「量的不一致」が生じること
になるとされるのである。そこでは，価値の量的大きさを規定する「社会的
必要労働時間」についての根本的再検討が意図されているものといえよう。
　井上氏は，価値：の大きさを規定する「労働時間」とは，「あくまでも質的
に規定された労働時間」であるが故に，　「社会的必要労働時間」も，　「特殊
歴史的に規定された価値形成的労働時間」として把握されねばならないので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛32）あり，「単なる技術的意味での範疇ではない」とされる。即ち，井上氏は，「社
会的必要労働時間」は，　「商品生産社会における競争によってのみ成立する
　　　　　（33）範疇である」とされるのである。確かに，個々の商品の価値が，　「商品総量
が必要とする社会的労働時間の総量によって規定される」　（Meh．H・203）
ということは，　「三面の競争」の結果である。　「社会的必要労働時聞」の範
（27）
（28）
（29）
（30）
（31）
（32）
（33）
〔6〕53ページ。
〔6〕54ページ。
〔6〕54ページ。
〔6〕52ページ。
〔6〕73ページ。
〔6〕65ページ。
〔6〕66ページ。
一188一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　価値と市場価値について（IV・完）189
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34｝疇規定に際して，　「自由競争段階の現実の競争を客観的事実」としているこ
ともその通りである。
　しかし，そのことは，　「社会的必要労働時間」が，競争の結果として成立
する範疇であることを意味しているわけではないのである。井上氏は，「社
会的必要労働時間」が競争の結果成立する範疇であることを根拠付けるため
に，　『経済学批判要綱』において，　「競争の基本法則」とは，　「社会的必要
労働時間」による価値量：規定のことである（Gr．545）とされていることを
挙示されるのである。しかし，それは井上氏の主張を補強する性格のもので
はないといえよう。
　『要綱』では，価値実体は，単に，　「抽象的人間労働」一般にお』いて把握
されており，それ故，　「投下労働時間」による価値量規定が，　「価値の基本
法則」であるとされているのである。しかし，　「価値実体」に「自立的実在
性」を与え，それを現実的に社会的性格をもつものとして措定するためには，
改ためて，価値が，「総体としての社会的関連」のなかに，「総体としての
資本の諸条件」のなかに，従って，「競争」のなかにおかれねばならないの
であり，その「競争」を通して，「一般的諸資本」一社会的総資本の一分
肢たりうることが実証されるのであり，それによって，それは「社会的必要
労働時間」として規定されるにいたるのである。その意味では，井上氏が理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3S解されているように，　「個別的労働時間の社会的必要労働時問への還：元」が
おこなわれることによってのみ，従って，「社会的必要労働時間」は，「商
品生産社会における競争を媒介とし，競争の結果として成立する範曙である」
といいうる。しかし，それは『要綱』における展開であり，　「資本一般」と
いう方法的制約の故に採られざるをえなかった方法であるものといえよう。
　現行『資本論』では，　「社会的必要労働時間」の概念形成は，別の方法で
（34）井上〔7〕125ページ。
（35）　〔6〕67ページ。
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お・こなわれているのである。『資本論』第1部第1章では，「社会の総労働
力」（Kap．1・43）という総体性概念が表象され，それを構成する「無数の
個別的労働力」が，』「一つの同じ人聞的労働力」として，　「社会的平均労働
力」として規定されているのである。個別的労働力が「社会的平均労働力」
として措定されるということは，個々の労働が同一の人間的労働として，総
労働の構成単位として把握されていることを意味しているのである。そこに
「抽象的人間労働」がそれ自体社会的性格をもったものとして，　「社会的平
均労働」として把握されうる根拠があったのである。即ち，価値量の社会的
性格は，個別的労働の社会的総労働の一分肢としての還元において，そのよ
うな平均化機構を媒介として規定されるものではないのである。
　本稿の（1）でも問題にしたように，この「社会的平均労働力」の一定時
間支出する労働が，「一商品の生産に平均的に必要な労働時閥」として，「社
会的必要労働時間」として規定されるのである。それ故，井上氏が誤解され
ているように，種々の個別的労働時間が前提されたうえで，それが「競争」
を媒介として，社会的平均的に必要な労働時間に還元されるということによ
って，「社会的必要労働時間」が概念規定されるわけではないのである。「社
会的必要労働時間」が概念的に規定されうるためには，その前提として「競
争」の存在が想定されねばならない。しかし，それは，　「競争の所産」であ
るということではないのである。　「社会的必要労働時間」が「競争の所産」
として概念されることがあるのは，現実の市場においてであり，そこでは，
「社会的必要労働凹地」は，　「生産条件」と「市場の胃の膀」によって規定
されるのである。しかし，　「市場の胃の腋」が，直接的に「社会的必要労働
時間」を規定するということではなく，むしろ，「社会的必要労働時間」の
変動の契機として，その変動を積極的に惹起する契機として措定されている
のである。　「社会的必要労働時間」は，競争の過程を通して，需要供給関係
の変動過程を通して，新たな水準において規定されうるものではあれ，「競
争」そのものが直接その水準を確定するわけではないのである。　「社会的必
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要労働時間」と競争の関係もそのようなものとして理解されねばならないの
であり，それこそが井上氏の強調される「競争的再生産の見地」の内実に他
ならないものといえよう。
　しかし，ここで問題なのは，井上氏が，一方では「労働時間に裏付けられ
ない価値」であるとか，労働時間と価値との「：量的不一致」を主張され，他
方では「社会的必要労働時間」が「競争の産物」であるとして主張されてい
ることについてである。両者が全く無関係なものではなく，一定の関連のも
とにおいて主張されているものとすれば，価値量を基本的に規定する「社会
的必要労働時間」そのものが，現実的労働時間とは全く独自に決定されるこ
とを含意されているということである。それは，かつて，鈴木鴻一郎氏が，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）「市場価値をもって唯一の価値とする見解は恐らく正しくない」のであり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3”「価値が必ずしも常にその実体的基礎をもつとはかぎらない」とされたこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　ピ
と基本的には同一の見解に帰着するものといえよう。鈴木氏は，　『資本論』
では，　「落流を利用する工場主の剰余利潤」は，　「通常の利潤」と違って，
「独占し得べき自然力」から生ずるということが強調されているが，そのこ
とは，　「価値の実体的基礎たる労働が投下されていない」ということを示す
ものであり，　「差額地代の場合に価値がその実体的基礎を欠いているという
事実があるならば，価値は常に実体的基礎をもつという理論は否定されねば
ならない」とされているのである。
　鈴木町は，市場価値は，　「資本家相互間の競争の産物」であり，　「社会的
価値が競争によりいかなる条件の下に決定されるか」を示すものであるとさ
れ，「価値の分配の関係を示す範疇」であることを強調されたのである。そ
れは，井上氏が「限界価値」としての市場価値は，　「商品に対象化された労
働時間そのものではない」とされていることと大同小異であるといえよう。
（36）鈴木鴻一郎〔70〕57ページ。
（37）　〔70〕204ページ。
（38）　〔70〕57ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）井上氏の主張されていることは，結局のところ，　「『流通説』を厳密」にし
たということに他ならないのである。
　確かに，井上氏は，市場価値は，「再生産確保のたあの分配範疇」であり，
「社会的必要労働時間」を含むものとしての「価値生産の範疇」として理解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4e）されねばならず，「生産から切離された分配範疇」ではない，とされている。
しかし，井上氏の所説そのものが市場価値を「生産から切離された分酉己範疇」
として規定されているものである。その所説においては，その強調に相違して，【
市場価値の「価値的基礎」がなんら示されていないのである。市場価値が，
「価値的基礎」をもち，特定の水準において決定される客観的基礎が与えら
れるのは，個別的価値との関連においてである。市場価値と個別的価値の総
計が「一致」していることによって，市場価値の個別的価値を基礎とするこ
との根拠が与えられるのである。それを井上氏のように両者の総計が「不一
致」であるものとすれば，市場価値を「価値生産の範疇」として規定するそ
の根拠が苛われてしまうものといえよう。
　井上氏は，市場価値と個別的価値における「総計一致」を「絶対視」する
ことは誤りであり，市場価値規定のメルクマールたりえないとされるのであ
　（41）
る。しかし，両者の総計が一致するということによって，夫々の個別的価値
は，市場価値の一構成分子たりうることが規定されるのであり，夫々の生産
条件をもつ企業の生産が，その社会において必要とされたということを実証
するものであり，社会的分業の一環としての実証がそれにおいて示されうる
のであるるしかも，その際，その量的範囲は，まさしく社会が必要とする総
労働量のうちに占める構成割合によって規定されることになるのである。即
ち，個別的に投下された労働が，　「社会的総労働の諸邦」　（Kap．1・78）
として実証され，その社会的大きさが規定される現実的根拠は，かの「総計
（39）　〔2〕64ページ。
（40）　〔2〕65ページ。
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一致」の命題においてであるということである。
　最後に，　「限界価値」としての市場価値規定の理論的根拠についてみてみ
よう。井上氏が指摘される「市場価値規定の特殊な事情」とは，競争の状況
が「異常」であり，需給関係が「特殊な状況」にあるということであるσ問
題は，需給関係が特殊な状況にある時，需要が普通の需要より強く，供給が
普通の供給より弱いというような状況にある時，なぜ，市場価値規定の「原
理」が「平均原理」から「限界原理」へと移行するのかということである。
再生産の基準が，「平均価値」から「限界価値」に，「両極の一方」の生産条
件によって生産される個別的価値に移行するのは，何故かということである。
　井上氏は，　「需給がひきもどされる価値規準」が，最良又は最悪の生産物
の個別的価値に転化することであるとされる。　「両極の一方」の生産条件の
個別的価値によって，市場価格変動の上・下の限界が画されるということで
ある。この点についての井上氏の具体的説明についてみてみよう。
　「たとえば，市場価格が低下しつづける場合，企業は費用価格と一定の利
潤を回収しえないような不利な価格では生産を続行しえないであろう。それ
故，最良の企業の供給でさえもが不可能なほどに低下すれば，生産は縮小せ
ざるをえず，早晩価格は上昇するであろう。とはいえ，需給が特殊に異常な
場合なのだから，その上昇する価格は，たとえば組合せの第1の場合を例と
して考えるならば，中位の平均で決定された市場価値を中心とせず，最良の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛42）企業の個別的価値を中心として市場価格が規制されるであろう」。
　ここでは，市場価格の下落が上昇へと反転すること，需給が「特殊に異常」
（41）井上氏は，市場価値規定における「算術加重平均としての「比率計算』は，それ自
　塩鮭も意味しない」ものであり，　「研究によって初めて確立されうるところの相対立
　する諸動揺の均衡化の最終成果の算数的表現にしかすぎない」（〔3〕　（七）179ペー
　ジ）とされるのである。　「算術加重平均」としての市場価値規定は，　「競争により成
　立するところの事後的・傾向的法則をただ数字でもって，簡単に示したものにすぎな
　い」　（〔3〕　（七）194ページ）ということである。
（42）　〔6〕68ページ。
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であるが故に，そこでの市場価格の運動の中心は，　「最良の企業の個別的価
値」に移行するということが指摘されているのである。井上氏は，需給が異
常なために市場価格の下落が，最良の企業の再生産を不可能にする程に低下
するということ，しかし，その低下も「生産の縮小」によって限界を画され，
市場価格の運動は，上昇に転化するとされているのである。しかし，市場価
格の運動が，その限界の故に自律的に逆転するという理解は，全くの誤りで
ある。そこでは市場価格の自己運動過程は想定されえないものといえよう。
市場価格の下落運動を上昇に反転せしめる契機は，資本の蓄積運動なのであ
る。市場価格の下落によって，生産の縮小が強力的に惹起され，過剰資本の
整理淘汰が強力的に展開するのであるが，それが一定段階で鎮静し，補填投
資や新投資が開始されるに及んで，市場価格の上昇運動が始るのである。そ
のような資本蓄積の動態過程とは無関係に，市場価格の変動を論じることは
出来ないものといえよう。井上氏にこのような視角が欠落していたことが，
「限界価値」による市場価値規定の主張と一定の関連があるように思われる。
　しかし，ここで，市場価価格の下落が「生産の縮小」によって上昇に転化す
るとしても，そのこと自体は市場価格変動の「重心」が，　「最良の企業の個
別的価値」へと移行することを決して意味するものではないのである。市場
価格が上昇傾向をもつにいたるとしても，同じ需給関係のもとで，それは再
び下落しなければならないのである。しかも，その上昇は，「最良の企業の
個別的価値」が，変動の「重心」となりうる程度のものでなければならない
のである。そのような機構におけるものとして，はじめて「限界価値」によ
る市場価値規定を具体的に説明しうるものである。
　続いて，井上氏は，次のように指摘されている。
　「逆に需要が供給にくらべて強い場合，価格は上昇するであろう。そこで
生産（供給）は増大するが，それにもかかわらず需要が収縮しなければ価格
は低下しない。上，中，下の各企業群の総供給をもってしても需要が収縮し
なければ，最悪の条件下で生産される商品の個別的価値が市場価値を調整し，
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この最悪の企業ですら費用価格と平均利潤を入手しうることになろう。もしこ
の最悪の企業の生産物の個別的価値＝＝市場価値以上に市場価格が高騰し，
しかも旧来の供給では需要が減少しないものとすれば，さらに従来の上，中，
下の企業群が生産量を増大するはずであるが，それはすでに手いっぱいの生
産をしていて需要が減少しないという特殊な需給状態が前提なのだから，こ
こでは通常の場合ではとても生産圏に参加できないような，より劣悪な企業
が生産に参加することになり，この劣悪な条件下で生産される商品の個別的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く43）価値が市場価値を調整することにならざるをえない」。
　ここでは，市場価格の上昇によって生産が増大するが，その上昇が異常で
あるために，その生産増大に「劣悪な企業」も参加しうるということ，それ
によって市場価格変動の「重心」が，　「劣悪な条件下で生産される商品の個
別的価値」に移行するということが指摘されているのである。しかし，　「下
位」の生産条件の企業が増大したために，市場価格変動の「重心」が，　「中
位の平均価値」から「劣悪な条件下で生産される商品の個別的価値」に移行
するということであれば，それは生産条件の「組合せ」による市場価値規定
のことであり，　「平均価値」．による市場価値規定のことに他ならないのであ
る。　「限界価値」による市場価値規定の論拠が明かにされるためには，生
産諸条件の「組合せ」の変化がないという想定のもとで，需給関係の変化に
よって，換言すれば，需要の状況によってのみ市場価値を規定する個別的価
値の位置に変化が生ずること，生産条件の「両極の一方」に移行することが
示されねばならないのである。井上氏においては，市場価値規定が「平均価
値」であることと「限界価値」であることの区別がかならずしも明確にされ
ていないものといえよう。
4）井上氏は，市場価値の「限界規定」を必然化せしめる事態は，　「周期的
（43）　〔6〕68ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）過剰生産恐慌をふくむ景気循環過程における社会的需要のあり方」であると
される。井上氏は，　「景気循環局面での恐慌過程で，自由競争が，特殊に異
常な諸事情のもとで行なわれる場合」には，「特殊な市場価値規定が成立す
　（45＞
る」とされるのである。ここでは，井上氏は，市場価値の「平均価値」によ
る規定と，　「限界価値」による規定とを，夫々，自由競争の「通常」の場合
と「特殊に異常」な場合とに対応するものとされているのである。それは換
言すれば「資本一般」と「競争」の関係に他ならないものといえよう。「平
均価値」としての市場価値規定においては，　「完全競争と長期平均」とが論
理的前提とされているのである。これに対して，「限界価値」g）規定におい
ては，需給の特殊な状況と短期の産業循環的運動過程が前提にされていると
　　　　　　　eeいうことである。
　井上氏は，　「限界価値」による市場価値規定を，産業循環の特定の諸局面
にお・ける市場価値の規定とされるのであるが，その積極的展開はなく，種瀬
茂氏の「景気循環的市場価値」に大きく依拠されている。ここでは，種瀬氏
の所説について簡単にみておこう。
　種瀬氏は，市場価値規定において，　「価値が生産より生み出される」とい
うことが基本的に規定されているのは，　「市場価値がある特別の個別的価値
により規定される」ということにあるとされて，市場価値規定におしける問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4Tとは，　「この規定的な・市場調整的な・個別的価値がどこに位置するか」と
（44）　〔6〕69ページ。
（45）　〔3〕　（六）59～60ページ。
（46）大島雄一氏は，　「限界価値」の規定においては，　「需給の特殊な状況」が想定され
　ているのであり，そのことによってそれは「資本主義早月盾の発現の具体的過程が独
　占の影響あるいは生産力の変動過程といった，資本一般の論理段階からは疎外された
　問題にその適用範囲」がみいだされるとされ，マルクスは，「不明瞭な箇所」で，「産
　業循環論，地代論，独占価格論などを展望していた」（〔26〕204ページ）とされてい
　る。
（47）種瀬茂〔20〕127ページ。
　種瀬氏は，市場価値規定において問題なのは，単純な「平均計算」ではなく，　「同種
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いうことであるとされる。それ故，　「需給不一致」の場合にも，　「市場価値
そのものの特殊の水準」を規定するものとして把握されねばならないとされ，
それは，「需給一致」における「平均価値」としての市場価値規定とは，「別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）個のものではなく，その条件に応じた具体化，展開」とみなされるとされる
のである。種瀬氏は，かの「不明瞭な箇所」においては，　「需給が不一致の
　　　　　　　　　　　　　（49｝場合における市場価値の規定」が論じられているとされるのである。
　かくて，種瀬氏は，「個別生産者の相互対立」が，　「社会的需給一致」
の前提を除去された場合，種々に変化するのであり，その変化が「市場価値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）そのものの上・下への変動として表わされる」とされる。　「一社会的勢力」
（Kap．皿・220）としての「需要供給の実体的な運動」に基礎づけられて，
　　　　　　　　　　　　　　（51）「市場価格の水準や変化の方向」が規定されるということである。種瀬氏は，
それを市場価値水準の「特殊的規定」として把握されるのである。種瀬氏は，
この市場価値の「特殊的規定」を，市場価値そのものとは区別する意味で，「景
　　　　　　　　（52）気循環的市場価値」とされるのである。
　ところで，種瀬氏は，競争場裡における諸資本の現実的運動である産業循
環過程を，　「社会的需給関係」の「不均衡化の過程」と「均衡化の過程」と
の基本的な二過程において規定されている。産業循環過程における「不均
衡化の過程」とは，好況過程と不況過程のことであり，そこでは，市場価格
が市場価値から，　「上方への傾向的乖離」と「下方への傾向的乖離」として
　商品を生産する個別生産者の相互対立」（〔20〕126ページ）ということであるとされ
　ている。市場価値は，　「個々の生産者の相互対立」を媒介として，従って，競争の現
　実的過程において形成されるのであり，「この点を考慮するならば，市場価値に関し
　て『平均的条件のもとで生産される商品の個別的価値』（Kap，皿・203）によっての
　み規定される，というのは誤りである」　（120ページ）とされるのである。
（48）　〔20〕127ページ。
（49）　〔2Q〕125ページ。
（50＞，　（51）　〔20〕126ページ。
（52）　〔23〕27ページ。
一197一
198
　　　　　　　　　　　　｛53）運動するとされるのである。種瀬氏が，　「景気循環と周期的恐慌」を「市場
価格の周期的変動」として規定されたのは，そのような市場価格の乖離運動
の周期的交替のことであったのである。
　市場価格の周期的変動は，　「需給の不一致」によって惹起される「生産者
相互の対立円運動」を「実体的基礎」としてもつものであるが，種瀬氏は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛54）そのような状況を表わすものとしては，「市場価格は不十分である」として，
「景気循環的市場価値」を設定されたのである。それ故，　「景気循環的市場
価値：」は，抽象的に規定される市場価値と日常的，現実的な市場価格運動を
媒介する範疇としての意味をもつものである。産業循環の諸局面では，市場
価値が直接市場価格を支配しえないが故に，一つの媒介環を設定することに
よって，その機構的解明が意図されたのである。それは，再生産の実体に規
定されたものとしての合則的な需給関係として．iよ，不均衡を前提とする概念
であるが，日常的，一時的な需給関係としては，均衡を表わす概念とされて
いるのである。それは，市場価値そのものの水準からは，上方と下方に乖離
しているのであるが，産業循環の一周期全体を通しての平均においては市場
価値水準に照応するので，価値実体をもつものであるとされるのである。
　そこで種瀬氏が強調されていることは，需給関係が，　「基本的な場合にお
ける需給関係」と「日常的変動における需給関係」とに区別されねばならな
いということである。この需給関係の区別に対応して，市場価格の運動態様
も規定されるのであり，市場価格の動揺の「重心」の理論的性格も規定され
ることになるのである。種瀬氏は：，現実的運動の重要な点として，　「需要供
　　　　　　　　　　　　　（55）給と市場価格の関係は相互的」であることにあるとされている。しかし，需
給関係と市場価格が相互規定的関係において把握されるのは，日常的，一時
的な需給関係の場合においてである。合則的な需給関係が問題になる場合に
（53）　〔21〕204～6ページ。
（54）　〔20〕127ページ。
（55）　〔20〕127ページ。
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は，需給関係が市場価格を規定するという因果律：において把握されねばなら
ないのである。この両者の関連の相違を明確にすることが需給関係を区別す
ることの内実であったものといえよう。
　かくて，資本蓄積の現実的動態に規定されたものとしての合則的な需要供
給関係の変動が，市場価格の傾向的乖離を惹起し，周期的変動をもたらして
いく実体に他ならないものとすれば，そこでは需給関係の合則的な変動機構
の解明が決定的に重要であるといえよう。それ故，問題は，日常的，現実的
な市場価格の変動の「重心」であり，市場価値からの傾向的乖離を表現する
ものとしての「景気循環的市場価値」なる範疇が，そのような再生産の実体
に規定された需給関係の合則的な変動の機構的解明に対して，いかなる役割
を果しうるかということにあるのである。しかし，それに対しての積極的な
展開はおこなわれてはいないのであり，むしろ，そのもつ意義については不
明であるといえよう。
　「不明瞭な箇所」における市場価値の「限界価値」による規定は，それが
産業循環の諸局面の特質を表現することが展望されていたことによるもので
あるとすれば，それはその草稿の執筆時期におけるマルクスの拡大再生産に
ついての理論的解明が不十分であったことと関連しているものといえよう。
単純再生産とは区別される拡大再生産の論理構造が明確にされ，　「需要供給
関係が作用するための基礎」（Kap．皿・207）が展開されるならば，合則的
な需給関係の変動も問題になりうるのである。それは，既に述べたように，現
行の拡大再生産表式に依拠するならば，需給の基本的関係が与えられること
からすれば，余りにも明かである。それらの理論的未成熟さの反映として，
市場価値の「限界価値」による規定が表われたものといえよう。
　井上氏の主張される市場価値の「限界価値」による規定と，種瀬氏の設定
された「景気循環的市場価値」とは，厳密に言えば同一のものではない。そ
れは市場価値の「通常」規定と「特殊」規定との関連の把握の相違によるも
のである。この点は，井上氏が種瀬氏の所説を批判されていることに端的に
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示されている。井上氏は，好況期は「D（需要）＞S（供給）という状態のも
とで，両極端の一方が市場価格変動の中心となる状態で，実はD－Sなの
であって，このことがとりもなおさず好況期の景気循環的市場価値と市場価
格の関係」であり，　「逆に不況期の場合もD＜Sではなく，前の場合とは逆
の両極端の一方が，景気循環的市場価値を規定するものとして，かかる意味
でD＝＝Sである。づまり単なるD＞SやD〈Sという状態は一時的なもの
であって，それは競争の結果最後にはD－Sの状態にひきもどされる傾向
　　　（56）
をもつ」とされているのである。
　ここで明かなように，井上氏は，種瀬氏が区別して論じられた二様の需給
関係を，全く混同されてしまっているのである。種瀬氏が指摘されたことは，
好況と不況の両過程においては，合則的な需給関係としては「不均衡」の状
態であるが，日常的需給関係としては「均衡」の状態であるということだっ
たのである。
　次いで，井上氏は，市場価値規定が「平均原理」から「限界原理」へと移
行することについて問題にされる。井上氏は，種瀬氏の「景気循環的市場価
値説」においては，　「不況期および好況期が恐慌から恐慌への全期間を占め
ており，したがって，この不況期における市場価値の最良規定と好況期にお
ける最悪規定が恐慌と恐慌の全期間にお・いて成立し，市場価値の平均規定は
いわばこの不況，好況の両期間を通しての上，下への乖離の平均として成立
するものとされている」のであるが，しかし，その場合には，　「市場価値の
正常的規定というものはそもそも存在しないことになり，ただそれは，特殊
規定を含み，特殊規定の平均としてのみ存在するということにならざるをえ
　　（5D
ない」とされるのである。　　’
　井上氏は，　「ある時点までは最良規定で，次の瞬間からは最悪規定に移行
（56）　〔3〕　（六）75ページ。
（57）　〔3〕　（六）76ページ。
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すると理解することは無理である」とされ，両規定の間に「やや長い期間の
　　　　　　　　　｛58）正常規定が存在する」とされるのである。即ち，井上氏は，「『恐慌の直前』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59｝と『恐慌時およびその直後』において需給の特殊に異常な一時期が存在」す
るとされているのである。それ故，井上氏は，両規定の移行は，「昼から夜
への移行のように，ある一定瞬間をもって画することのできるものではない」
のであるが，「たえざる需給の変動の過程を貫く本質として，たえざる不均
　　　　　　　　（60）
衡の均衡化の過程」として理解されさえずればそれでよいとされるのである。
井上氏は，市場価値規定における「平均原理」と「限界原理」とは，産業循
環の諸局面において与えられるものとして，同一の論理次元の概念とされて
いるのである。両規定は，同次元的に併存するものとされるが故に，両規定
の移行が問題にされたのである。
　しかし，種瀬氏の主張されたことは1，「景気循環的市場価値」と本来の市
場価値とは，その形成される論理的次元が相違するということである。前者
は，諸資本の現実的運動過程における「生産者相互の競争」を対象としてい
るのに対して，後者は，　「景気循環過程を捨象し，長期的構造的にみた資本
　　　　　　　　　　　　　　　　（61）制生産の抽象によってえられた競争」を対象としているのである。それ故，
前者の周期的変動を通して後者の本来的市場価値が形成されることになるの
である。そこでは，たんに需給関係が「通常」であるのか，　「異常」である
のかの区別の強調が重要なのではなく，諸資本の競争によって顕在化せしめ
られる市場価値の現象形態としての市場価格が，周期的変動の過程を通して，
本質的市場価値に帰一することの関連が問題であったのである。
　種瀬氏は，市場価格の傾向的乖離を内包するものとして，合則的需給関係
の不均衡を意味するものとして，それ故，現実的市場価格と：本質規定的な市
（58）　〔3〕　（六）76～7ページ。
（59）　〔3〕　（六）77ページ。
（60）　〔3〕　（六）77～8ページ。
（61）井上〔20〕128ページ。
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場価値の媒介環として，「景気循環的市場価値」を設定されたのに対して，
井上氏が，市場価値の「限界価値」による規定を主張されたのは，産業循環
の特定の局面における再生産条件を表現するものとしてであり，「平均価値」
による規定とともに産業循環の過程を規制するものとしてである。井上氏に
おいては，産業循環過程において二つの市場価値の規定原理が，同次元的に
存在するものとされているのである。
　井上氏は，市場価値規定における「平均原理」と「限界原理」との間に決
定的な相違が存することを認めようとされないのである。そのことは，　「平
均原理」は「長期」であり，「限界原理」は「短期」であるとされた白湯庄
一郎氏の所説に対する批判において端的に示されているのである。井上氏は，
両者の原理の相違は，「『長期』とか『短期』という点に関連はあろうが，た
だ期間の長短によって発生するのではなく」，「時間の長短が質的意味をもつ
　　　　　　（62）
ものではない」とされているのである。
　しかし，白田氏は，　「平均原理と限界原理とは，経済現象の見方にかかわ
　（63）
る」とされ，　「平均が限界へ自己を疎外」し，　「限界によって決定されるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t64｝のが，本来的には平均そのものを意味する範疇によって規定される」ものと
して，従って，「限界原理」は，「平均原理」の疎外形態であるとされたの
である。それ故，白杉氏の指摘された「平均原理」一長期，　「限界原理」
一短期ということも，単に，物理的な「時間の長短」にかかわる区別では
なく，　「経済現象」の相違に基づくものとして理解されねばならないのであ
る。前者においては，合則的な需給の均衡が前提され，後者においては，そ
の不均衡の状態であるとされているのであり，そこでの相違も資本の運動態
様に関するものであるといえよう。短期的，循環的な資本の現実的運動過程
（62）　〔3〕　（八）206～7ページ。
（63）白杉庄一郎〔46〕212ページ。
（64）　〔46〕215ページ。
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を通して，長期的，平均的に，資本制生産は，資本の蓄積と拡大再生産を遂行
しうるのであるが，そのような資本蓄積の分析方法の相違に対応するものが，
先の二様の原理の相違に他ならないのである。
　かくて，白歯氏が強調されたように，　「平均原理」と「限界原理」との区
別と関連を考察することこそ，マルクス価値論の根本問題であり，　「マルク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）ス経済学の創造的発展」への「一の道」であるといえよう。　　　　（完）
（65）「平均原理」と「限界原理」の区別の持つ方法論上の問題については，かならずし
　も多くの人々によって認められているわけではない。例えば，白杉理論に依拠して独
　占理論の展開を試みられている一井小氏も，次のように否定的にしか把握されていな
　い。　「平均原理と限界原理との関係は，私の考えでは，結局のところ，標準的生産条
　件を価値法則的にいかに把握するかという問題がその解決のための鍵を提供するよう
　に思われる。したがって，両者をしいて平均か限界かといった二律背反的原理である
　かのように把握しようとする見解には，疑問をもっている」　（〔71〕81ページ）。両
　者は，　「二律背反」ではないにしても，そこでの対象である「経済現象」の相違が決
　定的に重要なのである。
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